2013道本部組織労働局発133号

2013年１月４日

各　地本・単組・総支部執行委員長　様

自治労北海道本部

執行委員長　山上　潔

（賃金労働部）

退職手当見直しに対する取り組みについて（４）
―道退手組合への各首長からの意見書提出の取り組みについて－

１　若干の経過

（１）北海道市町村職員退職手当組合は12月12日に道本部に対して、国家公務員の退職手当法の成立を受けて見直し案が提示されました。これに対し道本部としては、翌13日付け発信文書第107号において、退職手当加盟単組における道本部統一行動として、2013年１月18日に29分ストを配置して、道退手組合との交渉を強化していくことし、組合旗掲揚などの山場前段諸戦術の提起を行いました。

（２）12月21日には、道退手組合との第１回目の交渉を実施し、提案理由や今回の見直しの背景、提案に至った経過等を質しながら、国家公務員とは異なる地方公務員の退職の実態について十分踏まえた検討となるよう強くもとめてきました。しかし、道退手組合は、施行期日については、提示の段階で2013年４月からの実施とし、年度内退職者への影響は避けるとした対応は示したものの、逓減措置については、国どおりの内容に固執するに止まり、交渉は平行線で終了しました。今後の予定では１月10日に第２回目の交渉を予定しており、その後、山場前の１月17日に最終交渉を予定しています。
（３）一方、北海道においては12月20日に全道庁労連や北教組などに対して、引き下げについては国と同様とし、施行期日については３月までの年度内の実施を示唆するとともに、逓減措置については国どおりとする内容で提示されました。12月26日には地公三者共闘として、退職手当や独自削減率の圧縮をはじめとする賃金確定継続課題についての副知事交渉を実施しましたが、道当局の回答は独自削減率の圧縮は財政事情を理由に困難とすると同時に、退職手当については、逓減措置も国と同様な内容で早急に道議会へ提案するとした不当な回答に終始しています。
２　具体的な取り組みについて
（１）以上のような情勢を踏まえ、自治労道本部と道退職手当組合との交渉にも大きく影響を及ぼし、このまま淡々と交渉をすすめれば、機械的に国どおりの逓減措置がとられる可能性も出てきており、極めて情勢的には厳しい方向に進みつつある情勢といえます。こうした情勢を踏まえて、以下のとおり、道退手組合加入自治体単組においては、各首長との交渉を配置して、各首長から退職手当組合へ意見書の提出を取り組むことが必要であると判断しました。
（２）また、方針では道本部の統一行動日として１月18日にスト戦術を配置して道退手組合との交渉を強化するとしています。各自治体においては道退手組合は当局ではありませんが、退職手当見直しに係る全体的な情勢を踏まえて、道退手組合との交渉においてもスト戦術の配置が必要と判断したところです。よって、各首長からは「退職手当は退手組合で判断するものだ」として使用者責任から逃れようとする場合が出てくる可能性がありますが、この場合は単組からは「退職手当はその性格上、勤務条件の変更そのものである」ことを強調して道退手組合への働きかけを強く求めていくことが必要となります。
（３）12月21日に実施した道退手組合との交渉において、単に国家公務員の制度に準ずるという回答を繰り返すに止まっており、地方公務員の退職時における実態を考慮しない姿勢の変更を１月17日の最終交渉までに作り出す必要がありますが、そのためにも退手組合の構成員となっている各自治体の首長から最低でも意見書等の提出を求めます。

各単組においては「自治体当局の使用者責任とは、各首長が退職手当組合に対して意見するという行動を取ることである」という視点で取り組むことが重要です。
〈各首長からの退職手当組合に対する意見書提出の取り組み〉
（１）各該当単組の取り組み

①　取り組みの趣旨

　　上記のとおりとして、各単組の執行委員会などにおいて意思統一を行うこととします。
②　取り組みの内容

　　　賃金確定期において、統一要求書とあわせて「退職手当見直しに関する要求書」を提出していますので、その要求書に基づいて、各自治体首長から意見書（定型的な内容は定めないのでそれぞれの自治体の任意の様式で可）の提出を求めることとします。
③　取り組みの期限

　　　取り組みの期限については、発信文書到着後、最終交渉前の１月15日までに終了すること。
（２）各地方本部の取り組みについて
　　上記の取り組み状況について、各単組に対して指導・助言を行うとともに、提出された意見書の写しなど集約し、取り組みの徹底をはかります。
＜2013道本部発信文書第５号（2012年10月1日付け）＞


３．経過措置の実施にあたっては各年度退職者の引き下げ幅が10％を越えないこと（注1）。

	

	　なお、「基本額＋調整額」の水準について、国家公務員の各年度末の水準を下回る決着は、単組での独自判断で妥結することなく、道本部における協議とします。また、この間、退職手当の独自カットが実施されている自治体において、国家公務員の支給水準を下回る場合は国並みの水準に戻すことを基本に取り組みます。

③　交渉・協議の際の留意事項について

　交渉・協議にあたっては、別記「交渉・協議のポイントと妥結にあたっての留意事項」を参考に交渉・協議を進めます。

（注１）国と同様に経過措置が９カ月切り替えとなった場合、その年度末の退職者の引下げ幅は最大で12％（６％＋６％）となる懸念もあります。有識者会議報告書でも、今般の引下げ幅が相当程度大きいことについて、「就業規則の不利益変更に係る判例法理（不利益変更の内容や方法などを総合考慮した合理性が必要）や労働契約法がそのまま適用されるものではないが、その考え方を踏まえる必要はあり、官民比較に基づく水準調整とはいえ、これを一時に行うことは、民間企業であれば労働条件の重大な不利益変更として訴訟リスクを抱える可能性が高いレベルである」との意見も出されています。

　また、「国と同じ期間の経過措置期間しか認めない」、「スタートは遅れたが、経過措置の終了時期は国と同じにするべき」などの提案が出される可能性があるため、国と自治体では人事のサイクルがことなることなどを主張していくとともに、急速な引下げを避けるため、少なくとも各年度退職者の引下げ幅が10％を越えないことを念頭に、必要な経過措置を実現していくことをめざします。

＜別記１＞

交渉・協議のポイントと妥結にあたっての留意事項

【交渉・協議のポイント】

１　国においては、調整率引下げの経過措置について、2013年１月１日スタートで３段階の経過措置を９カ月間隔切り替えで実施していくこととしていますが、地公については、１月スタートでは年度途中の制度変更となるため、年度途中の退職者の大量発生が懸念されます。こうしたことから、地方自治体においては、2013年４月スタートで３段階の経過措置を年度（４月１日）切り替えで実施し、３年間で終了とすることを基本として、当局との協議を行うことが必要です。

●　国における調整率引き下げの経過措置
＜期間＞

＜調整率＞

現行

104/100

2013年1月1日～2013年9月30日（9カ月）

98/100（△6%）

2013年10月1日～2014年6月30日（9カ月）

92/100（△6%）

2014年7月1日以降

87/100（△5%）


●　地方における調整率引き下げの経過措置（イメージ）
＜期間＞

＜調整率＞

現行

104/100

2013年4月1日～2014年3月31日（12カ月）

98/100（△6%）

2014年4月1日～2015年3月31日（12カ月）

92/100（△6%）

2015年4月1日以降

87/100（△5%）

２　経過措置に関する交渉・協議にあたっては、過去の退職手当見直しの際に各自治体で実施した経過措置を参考とします。＜参考＞「過去の退職手当見直しへの対応に関する調査結果」を参照して下さい。
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